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※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご確認ください。
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足下の運用状況と運用主担当者のトランプ政策に対する見解

追加型投信／海外／株式

ファンド情報提供資料
データ基準日：2025年4月16日

・本資料は、「次世代米国代表株ファンド」「次世代米国代表株ファンド（為替ヘッジあり）」をご理解いただくために運用状況を説明したものです。このため、
ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどについては最新の投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、税金・手数料等を考慮しておりません。
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関税率引き上げにより不安定な株式市場

【市況動向】

年初来の米国株式は、1月に発表された中国の低コストＡＩモデルを発端とし、対中半導体規制強化が懸念さ

れたことなどから、米国の巨大テック企業を中心に株価下落が発生、その後4月にはトランプ米政権の関税に

関する発表、これに伴う景気減速懸念により下落しました。足下は関税について交渉の余地があるという見方

により株価は落ち着きを取り戻していますが、トランプ大統領のコメントに一喜一憂した反応となる傾向は続くと

考えられ、変動の大きい市場が続くと想定しています。

一方、インフレは足下では沈静化の方向にあり、金融政策は、利下げのペースについては不透明感が残るもの

の、金融緩和方向となっていると考えられることはポジティブな要素です。今後は関税交渉の動向と、関税が

どの程度景気に影響を与えるかを見定めていくことが重要です。少し長い目でみると、トランプ大統領の規制

緩和や法人税の減税などのビジネスに有利な政策が市場において評価される局面も考えられます。

【当ファンドの運用状況】

年初来のマザーファンドのリターンは、-19%と大きく下落し、NYダウ（円換算）の-15%を下回りました。なお、

米ドル円は-10%（円高ドル安）となりました。当ファンドでは、NYダウ構成銘柄の他に、構成銘柄と比較してより

成長性が高いと考えられる次世代代表銘柄を組み入れています。そのような銘柄は、PER（株価収益率）が

相対的に高い銘柄が多く、足下の下落局面では、バリュエーション調整により指数と比べて大きく下落する

銘柄もありました。

当ファンドでは、引き続き次世代の米国の代表となるような企業について、中長期的な目線で投資を行ってい

ます。競争力や成長性に変化が生じていないか、一つ一つの企業を調査することで、この下落局面をむしろ

良い買い場とすることができないか検討しています。

（期間：2024年12月30日～2025年4月16日）
（円）

2025年初来のマザーファンドの推移

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・マザーファンドはファンドの実際の運用を行う次世代米国代表株マザーファンドです。マザーファンドでは、信託報酬はかかりません。当ファンドでは信託報
酬がかかるため上記マザーファンドのパフォーマンスとは異なります。・ＮＹダウは米ドルベースの指数（配当込み）を使用しており、三菱ＵＦＪアセットマネジメ
ントが円換算しています。同指数は、マザーファンドの基準価額の算出基準日に対応する現地時間に基づき記載しております。指数は、市況推移の参考と
して掲載しており、当ファンドおよびマザーファンドのベンチマークではなく、当ファンドの運用実績を示すものではありません。・指数については【本資料で使
用している指数について】をご覧ください。

・マザーファンド、NYダウ（円換算）は、
2024年12月30日=100として指数化

（運用主担当者：西 直人）
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https://youtu.be/gY1hY8ni5Qo

短期の視点：ボラティリティの高まりと関税の目的

短期的には、トランプ米大統領の発言に過敏に反応しやすく、ボラティリティの高い展開が続くと見ています。足

下では、関税は交渉の余地があるという見方により株価は落ち着きを取り戻していますが、関税は景気の重石

となる可能性もあり、今後の企業業績に与える影響を注視する必要があります。

関税問題におけるトランプ米大統領の関心は「米国製造業の復活」と「低中所得の労働者層への還元」にある

と考えます。ただし、製造業の復活は一朝一夕に完成するものではなく、減税や補助金といった形での政治的

サポートも必要性は高いと考えます。そのような政治的サポートがあったとしても、その政策が市場に評価

されるタイミングがいつになるかを予測するのは難しく、市場の評価が遅れることによって相場の変動性が高い

状態が長く続く可能性も視野に入れておく必要があります。

一方で、今回の関税には、米国の貿易赤字解消の交渉材料としての側面もあり、交渉の進展が一気に進むこ

とで突然解決する可能性もあります。また、トランプ氏はビジネスに有利な政策をとる傾向もあり、法人税減税

や規制緩和、政府の効率性向上などにも注力しています。こうしたことが米国企業の競争力を高める可能性も

あります。

今後、製造業が力を取り戻す過程で、完全自動化のラインやロボティクスといった新しい産業が立ち上がる

可能性もあり、こうした変化にこそ、米国経済が持つ構造的な強さが最もよく表れていると考えています。

Fund Manager’s View

2025年初来の株式市場は、トランプ米政権による、市場の予想を大きく上回る規模、水準の

関税政策の発表等により、大きく変動しています。

トランプ米政権による関税引き上げ等の政策が株式市場に与える影響について、当ファンドの

運用主担当者である西 直人が、短期・長期の視点から解説します。

株式運用部 海外株式グループ
エグゼクティブ・ファンド・マネジャー 西 直人

VIX指数の推移

■VIX指数とは？
VIX指数とは「ボラティリティ（変動）インデックス」の略称で
「恐怖指数」とも呼ばれています。投資家の心理を表す
指標として利用されており、相場の下落や先行きの不透
明感が高まるなど投資家心理が悪化すると上昇する
傾向があります。
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（期間：2019年12月31日～2025年4月16日）

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

2024年大統領選におけるトランプ米大統領の主要な公約

減税

トランプ減税延長/恒久化
（25年末失効の個人所得減税）

チップ収入と社会保障給付に対する非課税化

国内製造業の法人税引き下げ(21→15%)

移民

外国人労働者の規制強化

国境警備強化

不法移民の強制送還

関税
中国に対する60%の追加関税

全世界一律関税(10～20%)

（出所）各種資料を基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

https://youtu.be/gY1hY8ni5Qo
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https://youtu.be/gY1hY8ni5Qo

長期の視点：米国の強さと「アニマルスピリッツ」

米国の強さは世界最大の市場規模、人口増（移民を含む）による成長、資本の厚みとリスクマネーの供給力、

そしてハイテク産業をはじめとするイノベーションにあります。製造業は過去20～30年かけて少しずつ衰えて

いったこともあり、再興には時間がかかるとしても、これらの構造的優位性は揺らがないでしょう。

移民政策については、不法移民の排除が続く見込みですが、米国経済の構造的必要性から移民による

人口動態の支えはある程度維持されると見ています。すなわち、魅力的な市場規模とその成長が続くこと、

資金供給・投資促進の構図は当面変わらないでしょう。

また、米国経済を支える重要な要素として「アニマルスピリッツ」も見逃せません。リスクをとって挑戦するという、

「アニマルスピリッツ」は米国建国時からの、自由や挑戦といった価値観と共通している部分も多いこともあり、こ

うした強みは長期的に見てもそう簡単に損なわれることはないと考えられます。

NYダウ（配当込み）と利益（EPS）の推移

（期間：1987年～2023年）

（出所）LSEGのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・NYダウ（配当込み）は1987年末＝100として指数化しています。
・指数は、市況推移の参考として掲載しており、当ファンドおよびマザー
ファンドのベンチマークではなく、当ファンドの運用実績を示すものでは
ありません。・指数については【本資料で使用している指数について】を
ご覧ください。

米国製造業の衰退には「ドル高」という構造的要因があり、この是正によって、米ドルは基軸通貨としての影響

力が弱まる可能性があります。これは米国の国際的な地位の揺らぎにも繋がりかねませんが、一方的な衰退

へ直結するとは考えておりません。むしろ、内政と国際戦略のバランスを修正し、米国の強さをアップデートする

時期に入ったとみています。

関税強化に関しても、現在の世界経済はサプライチェーンも金融も密接につながっており、軍事的には核抑止

力も機能しているため、破滅的なシナリオとなる可能性は少ないと考えています。

また、AIや宇宙といった成長産業には非常に大きな可能性があり、更に将来これ以外の新たな産業が勃興

することも十分考えられます。

こうした構造的な論点について常に考えながらも、極端な悲観論に傾きすぎることなく、米国の長期的な強味

は維持されるという考えの下、当ファンドでは中長期で成長できる銘柄を探し、保有するというスタンスをぶれず

に継続していきます。

米製造業雇用者数と比率の推移

（期間：1939年1月～2025年3月）

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータを基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・上記データは季節調整済みの値です。米雇用者数は、米非農業部門
雇用者数を使用しています。

（米ドル）（万人）

Fund Manager’s View

Message from Naoto Nishi運用主担当者からのメッセージ

https://youtu.be/gY1hY8ni5Qo
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（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータ、各種資料を基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、2025年3月末の構成銘柄のうち、年初来のマザーファンドパフォーマンス寄与度上位銘柄を紹介したもの
です。また、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。・業種はＧＩＣＳ（世界
産業分類基準）の産業分類によるものです。・売上高(予想売上高含む）は各銘柄の会計年度ごとに記載しています。・予想売上高は、2025年4月23日
時点のＢｌｏｏｍｂｅｒｇ予想値です。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
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年初来のパフォーマンス寄与度上位3銘柄のご紹介 （2025年4月16日時点）

ユナイテッドヘルス・グループ
業種：ヘルスケア

＜銘柄概要＞
消費者向け医療保険給付、高齢者向け健康管理サービスや

医療従事者向けサポートサービスを提供。

＜関税の影響＞
米国内の医療サービスが対象事業であり影響はほとんどない

とみている。

＜トランプ米大統領の政策のポジティブな影響＞
公的医療よりも民間医療を重視する政策で、保険市場の成

長余地が拡大。

＜中長期的な見通し＞
人口増や高齢化社会の進展などに伴い、医療サービス需要

の増加が見込まれる。

ＮＹダウ
構成銘柄

株価・売上高の推移

（期間）株価：2022年1月3日～2025年4月16日
 売上高：2022年度～2027年度（2025年度以降は予想）
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コカ・コーラ
業種：生活必需品

＜銘柄概要＞
飲料メーカー大手。多数の飲料を製造し、世界各国で事業を

展開。

＜関税の影響＞
アルミニウム関税で缶製品のコストが増し、プラスチックへの移

行を含めた製品戦略への影響が生じる可能性。

＜トランプ米大統領の政策のポジティブな影響＞
米国内調達分については、国内製造業支援策による米国内

の生産体制強化で関税の影響を軽減できる可能性。

＜中長期的な見通し＞
高いブランド力を背景に、プレミアム製品、新興市場での成長

による収益拡大が期待できる。

ＮＹダウ
構成銘柄

株価・売上高の推移

（期間）株価：2022年1月3日～2025年4月16日
 売上高：2022年度～2027年度（2025年度以降は予想）
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コストコホールセール
業種：生活必需品 独自銘柄

＜銘柄概要＞
会員制倉庫型店舗を展開。食品、自動車用品、玩具、

スポーツ用品等の商品を低価格で提供。

＜関税の影響＞
中国製品への関税強化で一部商品の仕入れコスト上昇。

＜トランプ米大統領の政策のポジティブな影響＞
関税による物価上昇圧力は、まとめ買いなどで他店より安く買

える同社にとって相対的に他社より有利。

＜中長期的な見通し＞
会員制倉庫という確立したビジネスモデル、高い訴求力を背

景とした店舗出店により安定的な成長が期待できる。 0
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（期間）株価：2022年1月3日～2025年4月16日
 売上高： 2022年度～2027年度（2025年度以降は予想）

株価・売上高の推移
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（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータ、各種資料を基に三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成

・上記は当ファンドの理解を深めていただくため、 2025年3月末の構成銘柄のうち、年初来のマザーファンドパフォーマンス寄与度下位銘柄を紹介したもの
です。また、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄を組み入れることを保証するものではありません。・業種はＧＩＣＳ（世界
産業分類基準）の産業分類によるものです。・売上高(予想売上高含む）は各銘柄の会計年度ごとに記載しています。・予想売上高は、2025年4月23日
時点のＢｌｏｏｍｂｅｒｇ予想値です。なお、金融銘柄は純収益(予想純収益含む）を使用しています。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
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年初来のパフォーマンス寄与度下位3銘柄のご紹介 （2025年4月16日時点）

アマゾン・ドット・コム
業種：一般消費財・サービス

＜銘柄概要＞
世界最大規模のECプラットフォームを運営。AWSというクラウド

プラットフォームを通じてデータセンターの運営も手掛ける。

＜関税の影響＞
中国製品への関税により商品の仕入れコストが増加、価格競

争力が低下する可能性。AWSへの直接的な影響は限定的。

＜トランプ米大統領の政策のポジティブな影響＞
関税による物価上昇圧力により価格訴求力の高いECプラット

フォームへの消費者の移行が加速する可能性がある。

＜中長期的な見通し＞
圧倒的な規模のEC、クラウド事業の成長、新規事業への投資

により多角的な収益源を確保しながら成長が期待される。

ＮＹダウ
構成銘柄

株価・売上高の推移

（期間）株価：2022年1月3日～2025年4月16日
 売上高：2022年度～2027年度（2025年度以降は予想）
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ゴールドマン・サックス・グループ
業種：金融

＜銘柄概要＞
大手銀行持ち株会社。グローバルに投資銀行業務や、資産

運用、証券サービスなどの業務を展開。

＜関税の影響＞
関税の影響はないが、市場の変動の増加は収益に好影響。

一方景気鈍化が企業の投資活動減速をもたらせば悪影響。

＜トランプ米大統領の政策のポジティブな影響＞
金融規制の緩和により、投資銀行業務の拡大が期待される。

＜中長期的な見通し＞
投資銀行、市場業務部門で世界有数の競争力を背景に、手

数料収入や取引量の増加が見込まれる。

株価・純収益の推移

（期間）株価：2022年1月3日～2025年4月16日
 純収益：2022年度～2027年度（2025年度以降は予想）
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ＮＹダウ
構成銘柄

キャタピラー
業種：資本財・サービス

＜銘柄概要＞
世界大手の重機メーカー。主力製品は資源開発・建設業者

向けの油圧ショベル、ブルドーザー、工業用エンジン等。

＜関税の影響＞
鉄鋼やアルミニウムの関税により、製造コストが上昇し利益率

が低下する可能性がある。

＜トランプ米大統領の政策のポジティブな影響＞
インフラ投資の拡大で、建設機械の需要増加が期待される。

＜中長期的な見通し＞
サプライチェーン改善である程度コスト上昇に対応、新興国で

のインフラ需要などが売り上げの拡大につながるとみている。

ＮＹダウ
構成銘柄
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株価・売上高の推移
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※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご確認ください。
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・基準価額、基準価額（分配金再投資）は、1万口当たりで運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・基準価額（分配金再投資）は、分配金（税引前）を再投資したものとして計算しています。
・上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。
また、税金・手数料等を考慮しておりません。

当ファンドの設定来の基準価額等の推移

次世代米国代表株ファンド 次世代米国代表株ファンド（為替ヘッジあり）

（期間：2013年5月28日〜2024年11月6日）

（期間：2013年5月28日～2025年4月16日） （期間：2016年12月7日～2025年4月16日）
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【本資料で使用している指数について】
■NYダウ：ダウ・ジョーンズ工業株価平均
ダウ・ジョーンズ工業株価平均とは、S&Pダウ・ジョーンズ・インデックスLLCが公表している株価指数で、米国を代表する優良30銘柄で構成されています。
■VIX指数
ＶＩＸ指数は、シカゴ・オプション取引所が所有する登録商標です。

【ＧＩＣＳ（世界産業分類基準）について】
ＧＩＣＳ：Ｇｌｏｂａｌ Ｉｎｄｕｓｔｒｙ Ｃｌａｓｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｓｔａｎｄａｒｄ(“ＧＩＣＳ”)は、ＭＳＣＩ ｌｎｃ.とＳ＆Ｐ(Ｓｔａｎｄａｒｄ＆Ｐｏｏｒ’ｓ）が開発した業種分類です。ＧＩＣＳに関する
知的財産所有権はＭＳＣＩ ｌｎｃ.およびＳ＆Ｐに帰属します。
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※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご確認ください。

■ファンドの目的
米国の株式を実質的な主要投資対象とし、値上がり益の獲得をめざします。

■ファンドの特色
【特色１】米国の株式が実質的な主要投資対象です。

  ニューヨーク証券取引所およびNASDAQ市場に上場している企業の株式を投資対象とします。

【特色２】主として米国において取引されている次世代の米国経済の主役となり得ると委託会社が判断した企業の株式に
投資を行います。

            ダウ・ジョーンズ工業株価平均（ダウ工業株30種）＊における構成銘柄を参考にポートフォリオの構築を行います。
            今後の経済環境、社会構造に関する見通しを基に、変化に対応し成長が見込まれる投資銘柄を厳選し、30銘柄
            程度に投資を行います。
            ＊ファンドのベンチマークではありません。

【特色３】次世代米国代表株ファンド
            原則として、為替ヘッジを行いません。
            為替ヘッジを行わないため、為替相場の変動による影響を受けます。

           次世代米国代表株ファンド（為替ヘッジあり）
      外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減をはかります。

            為替ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いときには、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかる
ことにご留意ください。ただし、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストとなる場合があります。

 
【特色４】年４回の決算時（３・６・９・12月の各７日（休業日の場合は翌営業日））に分配を行います。

  分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。
            分配対象収益が少額の場合には、分配を行わないことがあります。また、分配金額は運用実績に応じて変動します。

  原則として、決算日の基準価額水準が当初元本額10,000円（10,000口当たり）を超えている場合には、当該超えてい
る部分について、分配対象額の範囲内で、全額分配を行います。（資金動向や市況動向等により変更する場合があり
ます。）

            将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。

市況動向および資金動向等により、上記のような運用が行えない場合があります。

投資リスク

基準価額の変動要因：基準価額は、株式市場の相場変動による組入株式の価格変動、為替相場の変動等により上下します。また、
組入有価証券等の発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により信託
財産に生じた損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものでは
なく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。主な変動要因は、価
格変動リスク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスクです。上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。くわ
しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの目的・特色
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※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご確認ください。

本資料に関するご注意事項等

■本資料は三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。投資信
託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断く
ださい。
■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。
■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金
融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。
■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

【設定・運用は】三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号、加入協会：一般社団法人 投資信託協会/一般社団法人 日本投資顧問業協会
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ファンドの費用

◎お客さまが直接的に負担する費用
■ 購入時
［購入時手数料］ 購入価額に対して、上限3.3％（税抜 3％） 販売会社が定めます。くわしくは、販売会社にご確認ください。

■ 換金時
［信託財産留保額］ ありません。

◎お客さまが信託財産で間接的に負担する費用
［運用管理費用（信託報酬）］ 日々の純資産総額に対して、年率1.595％（税抜 年率1.45％）をかけた額 

［その他の費用・手数料］ 以下の費用・手数料についてもファンドが負担します。
・監査法人に支払われるファンドの監査費用
・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料
・有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用
・その他信託事務の処理にかかる諸費用 等
※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。
 毎決算時または償還時にファンドから支払われます。
※ファンドの費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することは

 できません。なお、ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。
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※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご確認ください。

次世代米国代表株ファンド 〈愛称：メジャー・リーダー〉
次世代米国代表株ファンド（為替ヘッジあり）〈愛称：メジャー・リーダー（ヘッジあり）〉

販売会社情報一覧表 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで
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ファンド名称：次世代米国代表株ファンド 2025年4月1日現在

・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社あいち銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

株式会社あおぞら銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第8号 ○ ○

株式会社青森みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引業者　マネック

ス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号 ○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第3号 ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

株式会社きらぼし銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

株式会社きらぼし銀行（委託金融商品取引業者　きらぼ

しライフデザイン証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

きらぼしライフデザイン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3198号 ○

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

株式会社三十三銀行（インターネット専用） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

荘内証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第1号 ○

スターツ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第99号 ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第16号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

大万証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第14号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第10号 ○

株式会社鳥取銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第3号 ○

株式会社南都銀行（インターネット専用） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第15号 ○

株式会社八十二銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社八十二銀行（委託金融商品取引業者　八十二

証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

株式会社東日本銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第52号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

ｍｏｏｍｏｏ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第12号 ○

株式会社山梨中央銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第41号 ○

株式会社ＵＩ銀行（委託金融商品取引業者　きらぼしライ

フデザイン証券株式会社）（オンラインサービス専用）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第673号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

登録番号等
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※「本資料に関するご注意事項等」の内容を必ずご確認ください。

次世代米国代表株ファンド 〈愛称：メジャー・リーダー〉
次世代米国代表株ファンド（為替ヘッジあり）〈愛称：メジャー・リーダー（ヘッジあり）〉

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引業者　マネック

ス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第3号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

スターツ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第99号 ○ ○

大万証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第14号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○

株式会社八十二銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社琉球銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

登録番号等

販売会社情報一覧表 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで
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ファンド名称：次世代米国代表株ファンド(為替ヘッジあり)

2025年4月1日現在

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

大阪信用金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第45号

呉信用金庫 * 登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

埼玉縣信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

但馬信用金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第67号

玉島信用金庫 * 登録金融機関 中国財務局長（登金）第30号

長野信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第256号 ○

沼津信用金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第59号

浜松磐田信用金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第61号

姫路信用金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第80号 ○

平塚信用金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第196号

登録番号等

ファンド名称：次世代米国代表株ファンド

・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。
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